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今後の予定
•１月14日

•２月25日 正式な講座開講日

•３月4日 11日 18日

•スピンオフ

•１月21日 28日

•２月4日 18日

•以上４回を予定しています。時間は13時30分から

•内容はポイントを絞って行おうと思います





10月15日以降感染者数
は200人を下回る。
12月13日には7７人

東京付近の下げ止まり
オミクロン株の拡大が
心配









感染者は増加傾向



死亡者は大きく増えてはいない



オミクロン株の蔓延
•WHOは現在８８の国や地域で確認されていると発表

•この状況で世界全体に蔓延していると断定

•オミクロン株について各国警戒感を持っていない

• 感染者は多いが重症化や死者が増えない

•もっと警戒すべきだ

•今後、さらなる変異株の出現も考えられる

•ワクチン接種をとにかく進めて欲しい

＞感染スピードが速い









WHOの願い
•今年中に全世界でワクチン接種40％達成を目標

•COVAXを通じてワクチン確保

•今年中に20億回分の確保を目指す

•変異株の蔓延によってCOVAXへのワクチン供給が
減少

•UNICEF発表 低所得国ではワクチンが10％未満

•先進国ではブースター接種を早めている

＞現状は約12億回分



東京都の取組ご存じですか？
•ワクチン接種済の人に嬉しいサー
ビス提供

•10月～３月までのサービス提供

•スマホのLINEを利用して行う

•ワクチン接種証明書があれば登
録ができる

•目的はワクチン接種の浸透

•国とは別の企画 現在約35万人が登録県民もOK



東京都年齢別ワクチン接種状況



•若年年層のワクチン接種
拡大を狙って応募資格が
•様々なものがある
•挑戦してみては？



ミャンマーの現状





今回の報道
•入国するためのビザがなかなか発行されなかった

•入国して日常生活が戻っていることに驚く

•生きるために日常生活を始めただけ

•食べるためには仕方がない

•希望を失っている

•軍による締め付けが現在でも続いている

•市民は声を出せない

•国全体が大きな牢獄のようなもの





アフガニスタンの現状







不可解な国の決定
赤木氏をめぐる裁判が終了





国を訴えた裁判
•財務省の役人であった赤木
氏が森友問題の改ざんを
苦に自死した

•この経緯を知りたいと妻が
提訴＝国家賠償法

•賠償金１億１千万円

•簡単に認められない額

•財源は税金（国民のお金）



国側の考え
•最初は一貫して改ざんの事実はない

•報告者などの証拠を提示しない

•省内で十分調査をして再調査はしない

•岸田首相は総裁選では再調査すると言っていた

•赤木氏の妻が手紙を送る＝話を聞く首相だから

•その後再調査の必要はないとする



国側の考え
•今年になって赤木ファイルの存在を確認

•公開するも黒塗りの部分が多かった

•再度公開し黒塗り部分は大幅に減少

•12月15日 非公開の訴訟手続きに関する話し合い

•全面的に訴訟内容を認める とする

•裁判所側にも伝えていない状況

•今までこのような例はなかった



今回のポイント
•認諾という判断
•訴えを全面的に認める
•判決と同等の効力がある
•訴訟を続けることは不可能

•赤木氏の妻や代理人は
•また国に殺されてしまった＞悔しい お金より真実
•不都合な真実が明らかになるのを阻止した

刑事裁判と民事裁判の違い



イラン核協議に関する動き



イランの核開発を止めるには





イラン核合意とは
•イランは元々王国であった 後ろ盾にアメリカがいた

•イスラム教最高指導者ホメイニ師の指導で変革

•1979年 イラン革命 パーレビ国王がエジプトへ

• アメリカ大使館占拠事件 １年以上大使館員拘束

• アメリカの影響力排除

•アメリカとの仲が決定的に悪化



イランの立ち位置
•イスラム教国の中での孤立
• 一般的な宗派 スンニー派 ＞イランはシーア派
• 言語の違い アラビア語 ＞イランはペルシャ語
•イスラエルとの対立
• 軍事的にアメリカの影響を受けている
•イランは間接的にイスラエルを攻撃していると考える

•イランが核開発を開始



西アジア地域の力の均衡は
•イランが核兵器を持ったらアラブ地域のバランスが
崩れてしまう

•経済制裁を開始 ＝イラン産原油を買わない

•イランは国内経済が逼迫

•穏健派ロウハ二大統領 2015年 核合意成立

• 核開発を制限することにより経済制裁を解除



アメリカ第一主義の結果
•2016年 アメリカ大統領にトランプ氏

• トランプ氏のアメリカ第一主義 各国との交渉

•2018年 一方的に核合意を破棄

• 経済制裁開始 原油を購入した国も制裁対象

•イランはまた経済的に困窮する結果に

•2021年 新大統領にライシ氏

• 宗教指導者ハメネイ師 対アメリカ強硬派

•バイデン新大統領がイラン制裁見直しを示唆

＞対アメリカ強硬派



前途多難な核合意
•EUが仲介して核合意再検討の場を設ける

•現在話し合いが進行中

•アメリカ 核合意以外に人権問題やテロ支援を指摘

•イラン 全面的に解除を求める

•EUモラー事務局長 焦りを感じている

•イラン ウラン濃縮 3.67% ＝原発用核燃料

• 60% 17.7Kg 行っている

• 90% 核兵器用になる 1年



前途多難な核合意２
•イラン側 核合意で全面的経済制裁解除を求める

•アメリカ側 現状では合意できない

• この溝を埋められるか

•EU側 イランが査察受け入れず（監視カメラ等）

• これらを不服とし国連安保理に報告する可能性

• 国連安保理が独自に経済制裁を出す可能性

•イラン側 中国・ロシアに接近 安保理対策

•この先解決の目途が立たない状況



きな臭い動き





ウクライナと台湾
•ロシア軍のウクライナ国境での軍隊集結

•その数10万人

•理由はウクライナNATO加盟

•もしそうなればロシアは脅威

•理由はこれを阻止するため

•バイデン大統領が牽制

•EUも牽制している



ウクライナは重要な場所
•ロシア海軍最重要地

•2014年３月 クリミア
半島部分が自治共和
国として独立

•ロシア系住民が多く
国民投票で賛成多数

•西部のウクライナ人
はEUに加盟したいと
動く



現在も親EU派と親ロシア派対立
•クリミヤ自治共和国
以外でも親ロシア派
が武力抗争

•ウクライナ政府は軍
隊で圧力をかける

•EU・アメリカが支援

•もし親ロシア派が窮
地に陥ったらロシア
軍が支援



ウクライナ国内の動きに変化があれば
•もし、ウクライナ国内の親ロシア派が窮地に立つと

•ロシア軍が支援に出る

•この時にEU・アメリカがどう動くか

•現時点では「経済制裁」というカードを使うと表明

•これ以上の軍事介入を行わないなら

•ロシア側の軍事介入でウクライナ東部が独立する

•自分達の主張が通ってしまう



中ロ首脳会談で何が話し合われたか
•現在中国は台湾に圧力をかけている

•今回のウクライナ問題でロシア軍の介入がある

•それに対してEU・アメリカが軍事介入をしない

•ならば台湾問題で中国が軍事的行動起こしても可か

•冬季オリンピック・パラリンピック後に動く可能性あり

•日本にも大きな影響がでることに
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世界の紛争地域（2020.１）



アメリカを襲った巨大竜巻





•スーパーセル

•フックエコー





回転する積乱雲
•積乱雲＝入道雲

•地上から暖かい空気が
上昇

•上空からは冷たい空気
が下降

•中間で雲を回転させる
風が吹く

•スーパーセルの誕生



フックエコー



日本で起こった竜巻

フックエコー







•普通は５～６月が多い



なぜ冬に起きたか？
•地球温暖化の影響が大きい

•被害前日のアメリカの気温

•テネシー州メンフィス

• 26℃ 103年ぶりの高温

• 平年は14℃未満

•テキサス州ヒューストン

• 30℃ 平年は18℃程度

•例年より10℃以上高い



一年中警戒が必要
•異常に気温が高い

•暖かい風がメキシコ湾から吹きこんで来た

•上空は北極から通常の冷たい空気が南下している

•この温度差でスーパーセルが形成

•ロッキー山脈を越える西風によって回転運動発生

•大きな竜巻を生ずる結果となった

•いつでも同様の災害が発生する危険性がある

•日本でも最近竜巻の被害が増加中



今回の竜巻の規模はEF5
•竜巻はEF１～５までのカテゴリー分類されている

•基本は1971年シカゴ大学の藤田哲也氏らが提唱

•Fスケール

•現在は改良

版

•世界で使用



ニューカレドニアの住民投票



ソロモン諸島

ニューカレドニア



ニューカレドニアの独立を問う投票
•オーストラリアの東側にある島国

•面積 約1.9万㎢ 人口 約28万人

•主な産業は観光とニッケル

•1774年 クックによって発見

•1853年 フランスの海外領土となる ＝流刑植民地

•ニッケル鉱の発見によって発展

•天国に一番近い島として観光にも注力

•1985年 先住民文化復興運動から独立機運高まる

大きさは四国
人口は目黒区

オーストラリア・ニュージーランド
からナポレオン３世が奪取



独立運動の展開
•カナック社会主義民族解放戦線が武装闘争

•1988年 フランス人判事と憲兵隊員拉致事件

• フランス特殊部隊によって制圧

•先住民の自治を認める

•1998年 先住民への権限譲渡のヌーメア宣言採択

•独立のための住民投票を行うことに

•2018年 反対56.4% 2020年 反対53.3%





今回の結果
•第３回の住民投票の結果

• 賛成 3.5% 反対 96.5% ＝＞投票率 43.9%

• コロナの影響で投票に行かなかった有権者が多い

•結果的には圧倒的に反対票に集まった

•今回の投票でフランス政府が先住民に約束した３回
の国民投票が終了

•フランスの海外領土のままになることに

•反対派は納得していないので混乱する可能性大



この結果を考える
•フランスの危機感が大きかった

•フランスの太平洋における重要な拠点

•ニッケルは今後電池の材料として重要

•このニッケルを狙っていたのが中国

•もし独立が認められるとフランスが撤退

•代わりに中国が進出することに

•中国にとってはニッケルと太平洋進出拠点を得ら
れることになっていた


